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主要課題の抽出（案）と主要課題の解決に向けた戦略（案）の設定 

１．主要課題の抽出（案）

① みどりの管理のあり方の見直し 

 多摩市の強みでもあるみどりだが、みどりの量が多く、かつ成長が早いため、公園緑地や街路樹などの樹木や

植栽の維持管理や更新のための管理が行き届かない。この状態のままでは、防犯や安全上の支障が懸念され、

管理コスト増加や人員確保の問題にもつながるおそれがある。まずは、樹木の伐採や間引きなどの維持管理の

方向性について、市民等と課題認識や方向性の共有を図る。【循環・自然環境分科会】 

 

② 市民主体の公園づくり 

 将来の人口減少、高齢化社会の到来に備え、公園のあり方を見直していく（高齢者が集える、世代を超えた交

流ができるなど）。どのような公園づくりをめざすのか、これまで以上に市民が主体的に関わっていくことが

重要。【循環・自然環境分科会】 

 

③ 生物多様性保全への取組み 

 外来生物対策については、駆除すべき対象や保全・保護すべき対象などについての情報共有をはじめ、取り組

むべき行動についての指針策定や説明・周知などを一環して進め、市民が迷いなく外来生物等への対処ができ

るように後押しする。【循環・自然環境分科会】 

 

④ 地産地消、資源循環 

 地元農産物を食べることで、地域の農の保全や健康増進、CO2削減などの効果が見込まれる。地元農作物の紹

介にくわえ、地域の食文化や農の営み、魅力発信なども含めて発信していく。【循環・自然環境分科会】 

 公園や道路等から発生した剪定枝等を土壌改良材等に再利用を行っているが、多摩市の豊富なバイオマス資源

として捉え、剪定枝以外の受入れや活用方法について検討する。【循環・自然環境分科会】 

 生ごみや食品ロスの削減については、各家庭の状況（家族構成や建物形態など）に応じたきめ細かな対応を工

夫することで、取組みを後押ししていく。【循環・自然環境分科会】 

 

⑤ 気候変動対策の具体化（マルチベネフィットの視点による効果的な対策の推進） 

 気候変動への取組みが市民の生活・暮らし、地域の産業の活性化、防災機能の向上、環境教育・ESD などにも

つながっており、さまざまな地域の課題に対し、分野横断的に気候変動対策に取り組んでいくことが重要。他

方で、生活の維持・安全確保も不可欠であり、CO2削減のために犠牲にしてはならない。まちの将来を見据え

て、総合的に考えていく。【地球環境分科会】【循環・自然環境分科会】 

 

⑥ 脱炭素型のまちづくり 

 東京都の太陽光発電の義務化が進むなか、既存の住宅や集合住宅への対策を促進する取組を行う。【地球環境

分科会】 

 多摩ニュータウンの老朽化していく建物の更新の機会を捉え、公民連携のもと、市民の暮らしの質の向上、ま

ちの価値の向上を図りつつ、脱炭素化や気候変動への適応などを兼ねたまちづくりに取り組む。【地球環境分

科会】 

 自動車の電動化、次世代自動車への切替が進む中で、充電ステーションのように、電気自動車や燃料電池車（特

に、バスやトラックなど）の導入普及を後押しするよう、インフラの整備などに取り組む。【地球環境分科会】 

 今後、気候変動による影響の深刻化が懸念されることから、住宅や建物での太陽光発電の設置、蓄電池や EV

の活用によるエネルギーマネジメントなどを普及させ、エネルギーの安定確保や経済面のメリットなども兼

ね備えたレジリエントなまちづくりに繋げていく。【地球環境分科会】 

 

⑦ 脱炭素型のライフスタイルへの転換 

 市民等が脱炭素型ライフスタイルに取り組むことができるよう、さまざまな場面での CO2 や行動の成果の見

える化、ポイント付与のような参加を促す仕組みづくりを行う。これまでの ESD の取組みの強みを生かす、

その人の事情や生活スタイルに応じた選択肢を用意する、動機やモチベーションにもつなげるなど、工夫して

いくことが大切。【地球環境分科会】 

 気候変動対策は、2050 年という中長期的な視野で取り組んでいく必要があるが、市民の行動を後押しできるよ

う、途中段階にある 2030 年までに、生活や地域活動の場面で何に取り組むとよいのかを示していく。【地球環

境分科会】 

 

⑧ 脱炭素社会の実現に向けた新たな市民参画の仕組み 

 脱炭素社会を実現していくためには、個人の行動や社会の仕組みを変容させていくことが不可欠であり、変革

の担い手となる市民の参画のもと、脱炭素社会づくりを進めていくことが必要。そのために、次世代を担う子

供や若い世代の意見の聴取をしたうえで、新たな取組みや、課題の分析、改善に繋げていく仕組みをつくる。

【地球環境分科会】 

 

⑨ 新たな担い手となる若者世代の参加の促進 

 高校生や大学生をはじめ、若い世代が気軽に参加できるよう、さまざまな機会を提供するとともに、自ら活動

に参加する機会を選べるような情報提供を行う。【循環・自然環境分科会】 

 

⑩ 環境保全活動に取り組む団体の支援 

 みどりの管理や環境保全活動に携わるボランティアの団体において、構成員の高齢化などによって活動の継続

が難しい場合が出ている。そのため、こうした団体の運営や活動の継続・継承に対して支援するなどの対策を

行う。また、仕組みを作ることも必要であり、市民協働のあり方についても検討を行う。【循環・自然環境分科

会】 

 

⑪ 連携による取組み 

 多摩市内での取組みに留まらず、近隣や地方の自治体との連携によって、市域を超えて多摩市による取組の効

果を発揮していく。【地球環境分科会】 
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２ 主要課題の解決に向けた戦略（案） 

 

 

 

 

 

 

                                                                        

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

戦略１ 気候変動対策の具体化 

脱炭素化によるゼロエミッションの実現と気候変動対策 

 再エネの基幹ｴﾈﾙｷﾞｰ化と地産地消、ゼロエミ住宅、ＺＥＶ 

 カーボンハーフに向けた取組の具体化、脱炭素型ライフスタイルの普及 

 

戦略２ 気候変動と生物多様性の危機への対応 

日常生活の中でも生きもの恵みを感じ、積極的な行動が起きていく社会の実現 

 ワンヘルスの考え方で生物多様性の理解促進に取組む、OECM制度の活用 

 生きもの市民調査隊の創設と生きものデータバンクの設置 

 

戦略３ 地域の資源を生かし、持続可能な資源利用のサイクルをつくる 

みどりや農、ごみなど、身の回りにある資源を、くらしやまちに役立てる好循環の構築 

 分別・リサイクルの徹底、食品ロス対策、プラスチック対策のさらなる強化 

 食の地産地消(農の保全と食文化の魅力発信、自給率向上で人の健康増進と CO2 削減) 

  

 化学物質の適正管理や災害時の漏洩対策等を促進し、化学物質によるリスク低減に取組む 

 

①みどりの管理のあり方の見直し 

②市民主体の公園づくり 

③生物多様性保全への取組み 

④地産地消、資源循環 

⑤気候変動対策の具体化 
（マルチベネフィットの視点による効果的な対策の推進） 

⑥脱炭素型のまちづくり 

⑦脱炭素型のライフスタイルへの転換 

⑧脱炭素社会の実現に向けた新たな市民参画の仕組み 

⑨新たな担い手となる若者世代の参加の促進 

⑩環境保全活動に取り組む団体の支援 

⑪連携による取組み 

戦略４ 環境負荷削減の取組とライフスタイルの変革を促す 

環境のために行動する人と人がつながり、大きな力を生み出すまちの促進 

 多摩市消費生活フォーラム＆多摩エコ・フェスタ、サスティナブル・アワード、環境学習等の見直し 

 個人の行動やライフスタイルの変容のための機会提供、社会変容につなげる機運の醸成 

戦略５ 市民協働による環境共生都市づくり 

横断的・総合的な取組 

 市民・民間事業者など、多様な主体と協働して気候危機に立ち向かう 

 行動変容の促し、指導者やリーダー候補の掘り起こしと人材育成 

 市民へのわかりやすい情報発信 

主要課題の解決には、自然環境や生活環境、地球環境、環境情報といった分野を超えて横断的に取り組み、人々の

行動変容や社会変容を進めていくことが必要です。 

このため、次期計画の策定にあたり多摩市が「めざす環境像」の実現に向けて、主要課題に対応し、市民・事業者・

市の各主体のそれぞれの行動と連携・協働による取組みを起こしていく「戦略」（案）を設定しました。 
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